
＜3＞福島県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
3.4 区画整理（回数）

200 20 合計 区域 土地利用 資金 その他
93 93 都市計画 3 3
4.6 4.3 事業計画 5 3 5 1

【人口及び土地利用】
＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）
（造成済宅地（ha））

人口密度（人
土地活用率（%）
（土地活宅地（ha））

【事業の選択・組合せの考え方】
平成２３年度の市街地復興パターン詳細検討業務における住民意向や津
波シミュレーション結果を踏まえ、L１防潮堤のほか、防災緑地及び県道の
盛土により住宅地の安全性を高めるとともに、土地利用の再編を図りなが
ら「現位置復興」と「高台復興」のパターンの組み合わせに対し柔軟に対応
可能な『土地区画整理事業』を選択。

嵩上再建

【復興計画上の位置づけ】
　いわき市復興事業計画（第一次）において、被災者の住宅地として位置
づけ。

【事業の目的及び整備効果】
　可住地とする内陸側の現位置復興エリアは土地区画整理事業により嵩
上げを行い、また、高台移転エリアについては現在の営農状況等に配慮
し、良好な住宅地の整備並びに住宅等の権利者意向に沿ったコンパクト
なまちの形成を図る。
　沿岸低地部の住宅地等の移転跡地については、景観に配慮しつつ、防
災性や安全性を高める防災緑地を整備する。

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

津波

①土地区画整理事業（岩間地区）　②防災集団移転促進事業（無し）　③津波復興拠点整備事業（無
し）

【地域住民等との調整状況】
・事業計画変更について住民説明会を開催（H26/6/14）
・仮換地の供覧について個別説明を開催（H26/8月上旬）
・仮換地指定について住民説明会を開催（H26/12/17）
・いわき都市計画地区計画（岩間町小原地区計画）につ
いて住民説明会を開催（H27/11/9）
・岩間共同墓地移転説明会を開催（H28/8/21）

パターン
現地再建

いわき市

岩間地区

防集

本地区は、北側から東側にかけて住宅地が広がり、地区
外の西側は住宅地の他、社宅、グラウンドなど火力発電
所の関連施設、商業業務施設、工業系施設が多く立地し
ていた。

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：H24年6月12日
　・復興交付金事業計画の策定：H24年8月3日
　・都市計画決定（当初）：H24年8月3日
　・事業計画認可（当初）：H25年2月22日

岩間地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

いわき市 岩間 12.5

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

いわき市 岩間 H24.8.3 ○ ● □ ■ ◆ H30.11換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

＜津波復興拠点整備事業＞

他事業との組み合わせ

防集 津波

工事契約
現地工事
着手

換地処分

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

R01.09末 R01.09末

H25.2.22 H25.10.18 H25.12.1 H30.11.30

H30年度

事業進捗状況

H23年度 H24年度

合計商業地

2,4720.0 0.0 0.0189 80 12.5アンケート結果 200 200 14 21 7.9108 11.0 3 95.0% 300 被+新 無

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 R2年度 R3年度

R01.09末 R01.09末

災害公営

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

市町村 地区名
緊防空

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

減価補償地区
保留地地区

の別

加速化措置（適用の有無：0or1）

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）面積

（ha）
既成市街地

（ha）
新市街地
（ha） 工業地 農地

公共公益
施設用地

その他

1.5 3.5 1.7

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

3.4

嵩上げ面
積
（ha）

平均地盤高最大地盤高
嵩上げ地へ
の集約

72.7

岩間

申出換地 段階施工
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手関わり 計画戸数 重複活用 タイプ

集合
（戸）

戸建て
（戸）

1 0 0 0減価補償

0.2 1.030611.0

岩間地区
・住民意向を踏まえ「現位置での復興」と「高台での復興」の組み合わせを基本と
し、土地利用の再編を図りつつそれら２つの復興パターンに柔軟に対応可能な
土地区画整理事業を選択した。

・現位置復興エリアにおいて防潮堤や防災緑地、県道の整備だけでなく住宅地
を嵩上げすることで震災前にも増して安全安心な市街地の形成し、高台移転エ
リアにおいては営農状況等に配慮しつつ権利者意向に沿ったコンパクトなまちを
形成した。

・西側で隣接する火力発電関連事業との調整等により当該事業区域を最小化す
るための検討を慎重に進め、必要にして十分な範囲の事業区域を設定した。

・道路や住宅地の嵩上げに要する盛土材については、同市内の震災復興土地
区画整理事業による発生土を調達することで、土量を安定的に確保しつつ事業
費抑制に寄与した。

・当該事業区域及び近傍で進められていた県道、防潮堤、防災緑地等の他事業
との間で定期的(毎月1回)に合同工程会議を開催した他、個別協議を重ね、各
事業で工程遅延が生じないよう調整した。

・共同墓地の移転に際し岩間町区において共同墓地移転協議会を設立し、市と
関係者との協議、調整を行うことで円滑かつ速やかな墓地移転を実施した。

・宅地の使用収益開始以降、住宅再建による人口回帰が進む。

・地区内の一部に未利用地が発生していることから、地域コミュニティの維持・再生へ
向けた土地の活用支援策として令和２年４月に「空き地バンク」を開設。また、令和３
年度からは、「空き地バンク」を活用した補助金制度を創設し、移住・定住の更なる促
進を図っている。

R1年度（H31年度）

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

いわき市

【地区全体】
①土地利用の方針
・一部の住宅地等については、近隣な安全な場所へ移転し、防災対策等により、地
域の安全性の向上を図りながら快適な市街地の再生を目指す。
・周辺の住環境に配慮しながら、利便性を踏まえた位置に産業・業務機能の誘導を
図る。
・区域の南西部には地区の共同墓地が存在していたことから、現位置付近に必要な
規模の用地を確保。

②防災施設整備の方針
・海岸の防災対策を行う。
・津波被害を軽減する観点から、海岸堤防と合わせて、防災緑地や海岸道路を整備
し、災害に強い市街地を形成。
・安全な場所に速やかに避難できるよう、迅速な災害情報の伝達とともに、避難路の
指定や避難場所への表示板など防災対策を充実。
・県、市の道路整備と連携し、事業区域内外に跨る沿岸部から高台に至る避難経路
を確保。

10 1 1 0 0 0



＜3＞福島県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
7.6 区画整理（回数）

800 36 合計 区域 土地利用 資金 その他
274 69 都市計画 2 2
7.5 5.2 事業計画 6 4 5 2

【人口及び土地利用】
＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）
（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

【事業の選択・組合せの考え方】
・国の直轄調査の支援により、市街地復興パターン別事業手法の検討を
行い、津波被災市街地の従前規模、全壊・流出率（今次津波を前提に危
険地区か判断）、津波防災対策の実現性などから、①現位置復興（区
画）、②移転地復興（防集）の２つの事業手法のうち、現位置復興を選択。

嵩上再建

【復興計画上の位置づけ】
　いわき市復興事業計画（第一次）において、「久之浜地区の復興は、災
害に強い地域づくりを最大の目標にすると共に、水産業や観光等地場産
業の再生を図り、いわき市北部拠点にふさわしい市街地復興を目指す」と
位置づけられている。

【事業の目的及び整備効果】
　本事業は、安全な市街地形成に向けた防潮堤、防災緑地、河川（以上福
島県）などの公共施設整備と、復興に向けた宅地整備を同時に行い、健
全で防災性に優れたまちづくりを効果的に行うものである。
　また被害者の早期生活再建を図るため、新たな高台としての住宅地整
備も行う。

嵩上再建+
新市街地整備

津波

①土地区画整理事業（久之浜地区）　②防災集団移転促進事業（無し）　③津波復興拠点整備事業
（無し）

【地域住民等との調整状況】
H28・3/24　宅地引渡し式典（市街地1工区）
H28・4/28～　字名・字界変更に関する協議を実施
H28・8/31　宅地引渡しの実施（水上工区）
H28・10/31　宅地引渡しの実施（市街地2工区）
H29・3/31　宅地引渡しの実施（市街地3工区）
H29・10/31・12/26　宅地引渡しの実施（市街地4工区）

パターン
現地再建

いわき市

久之浜地区

防集

本地区は、いわき市北東部の太平洋沿いにあり、いわき
市役所より北東約14㎞、JR常磐線久ノ浜駅より東方に位
置する住宅市街地である。

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：H24年6月12日
　・復興交付金事業計画の策定：H24年1月31日
　・都市計画決定（当初）：H24年8月3日
　・事業計画認可（当初）：H25年2月6日 久之浜地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

いわき市 久之浜 28.4

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

いわき市 久之浜 H24.8.3 ○ ● □ ■ ◆ H30.11換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

＜津波復興拠点整備事業＞

他事業との組み合わせ

防集 津波

工事契約
現地工事
着手

換地処分

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

R01.09末 R01.09末

H25.2.6 H25.10中旬 H25.11下旬 H30.11.30

H30年度

事業進捗状況

H23年度 H24年度

合計商業地

10,1850.0 0.0 0.0340 210 28.4アンケート結果 800 800 97 152 20.860 20.2 95.0% 820 被+新 無

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 R2年度 R3年度

R01.09末 R01.09末

災害公営

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

市町村 地区名
緊防空

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

減価補償地区
保留地地区

の別

加速化措置（適用の有無：0or1）

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）面積

（ha）
既成市街地

（ha）
新市街地
（ha） 工業地 農地

公共公益
施設用地

その他

3.1 14.3 1.2

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

7.6

嵩上げ面
積
（ha）

平均地盤高最大地盤高
嵩上げ地へ
の集約

462.0

久之浜

申出換地 段階施工
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手関わり 計画戸数 重複活用 タイプ

集合
（戸）

戸建て
（戸）

1 0 0 0減価補償

0.0 0.089025.3

久之浜地区
・住民意向調査による現位置復興案について「望ましい」という意見が約6割とい
う結果を踏まえ、現位置での詳細な復興案を検討、また、復興案として「望ましく
ない」と評価した人の理由として「高台などの移転案が示されてない」という意見
を踏まえ、農地を活用して新規に宅地を造成する復興案を組合せた土地区画整
理事業の導入を検討した。

・被災者へのアンケート調査をはじめ、地区住民説明会や個別面談などを小ま
めに開催し、住民意向を踏またイメージパースや土地利用計画図等により地元
と将来像を共有しながら、計画内容に対する十分な説明により計画に対する地
区住民の理解を深めると共に、市と対話出来る地元代表組織「久之浜・大久地
区復興対策協議会」を組織し、協働で復興計画を策定した。

・新市街地エリア（高台）は、市街地エリアからの移転先地（受け皿）として、早急
な基盤整備を行う計画としたが、新市街地エリア（高台）への換地希望が多かっ
たため、全地権者に換地位置の意向調査（申し出換地）を実施し、個別面談を重
ね、高台部の計画宅地面積と換地意向面積との調整を図るなど柔軟な換地設
計を行った。

・基盤整備工事の早期着手に向けて、地権者の権利関係の把握に努め、仮換
地指定前の段階から、工事施行承諾書を取得し、津波により流失した家屋等の
基礎撤去工事を実施した。

・避難住民や新住民を呼び込み活力を取り戻すため、住民が主体となった復興
や将来に向けた新しいまちづくりの目標・方策となる「久之浜・大久地区復興グ
ランドデザイン」を平成26年7月に官民協働で策定した。

・定期的な区画整理便り発行による情報発信に努めるとともに、工期短縮を図る
ため工区分けによる造成工事を行い、全体工程や土量調整などの課題解決を
図りながら順次宅地を引渡した。

・平成28年3月には、施行区域西側の近接地に防災拠点施設である津波避難ビルとし
て「いわき市地域防災交流センター久之浜・大久ふれあい館」が供用開始した。

・平成29年4月には、地元商業者の熱意により震災直後に開設した仮設商店街「浜風
商店街」の活力を、まちの賑わい再生に活かすため、地区中央部に配置した商業街
区に「浜風きらら」がオープンした。

・平成29年12月までに、全宅地の引渡しが完了し、住宅再建や民間取引による新たな
住民の住宅建築により、人口回帰が進む。

・地区内の一部に未利用地が発生していることから、地域コミュニティの維持・再生へ
向けた土地の活用支援策として令和２年４月に「空き地バンク」を開設。また、令和３
年度からは、「空き地バンク」を活用した補助金制度を創設し、移住・定住の更なる促
進を図っている。

R1年度（H31年度）

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

いわき市

【地区全体】
①土地利用の方針
・津波被害の大きかった旧国道より海側については、住宅地等を近隣の安全な場所
へ移転し、移転跡地に防災緑地を整備することを基本とし、一部区域はゾーニングに
より商業・業務・住宅地を配置。
・地区幹線道路、地区内道路、公園等都市基盤施設を整備し、良好な市街地環境を
形成。
・旧国道より陸側については、従前の土地利用を踏まえながら、周辺地域の拠点市
外との位置づけのもとで、一部地域を除き現位置での復興を基本に、安全で快適な
市街地の再生を目指す。

②防災施設整備の方針
・河川、海岸の防災対策を行う。
・津波被害を軽減する観点から、海岸堤防と合わせて津波防災緑地を整備し、災害
に強い市街地を形成。
・安全な場所に速やかに避難できるよう、迅速な災害情報の伝達とともに、避難路の
指定や避難場所への表示板など防災対策を充実。
・市街地の防災性向上のため、防災拠点施設（久之浜・大久支所、久之浜公民館）を
整備。

01 1 1 0 1 1



＜3＞福島県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
1.7 区画整理（回数）

85 45 合計 区域 土地利用 資金 その他
77 82 都市計画 3 3
1.7 1.4 事業計画 5 1 3 5

【人口及び土地利用】
＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）
（造成済宅地（ha））

人口密度（人
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

【事業の選択・組合せの考え方】
平成２３年度の市街地復興パターン詳細検討業務における住民意向や津
波シミュレーションに基づき、L１防潮堤のほか、住宅地嵩上げにより地区
の安全性を高めるとともに土地利用の再編を図りながら現位置での復興
が可能な『土地区画整理事業』を選択。

嵩上再建

【復興計画上の位置づけ】
　いわき市復興事業計画（第一次）において、復興とともに水産業等、産業
再生強化に取り組む拠点として位置づけ。

【事業の目的及び整備効果】
　住宅地の安全性を高めるとともに、県道勿来小浜線の再整備、渚川の
治水機能の強化を図り、コミュニティに配慮した安全な住環境を形成する。
　住宅地は嵩上げにより安全性を高め、沿岸部には、漁港関連施設等を
集約・配置し、土地利用の純化・再編を図るとともに、小浜海水浴場、小浜
漁港の再生を図る。

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

津波

①土地区画整理事業（小浜地区）　②防災集団移転促進事業（無し）　③津波復興拠点整備事業（無
し）

【地域住民等との調整状況】
・事業計画変更について住民説明会を開催（H26/6/11）
・仮換地の供覧について個別説明を開催（H26/7月下旬）
・仮換地指定について住民説明会を開催（H26/12/18）

パターン
現地再建

いわき市

小浜地区

防集

市街地区域の大半が住宅であり、住宅地内に畑地が点
在していた。沿岸部の漁港部とその周辺には、小浜漁業
協同組合施設や水産関連工業施設、店舗併用住宅が立
地していた。

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：H24年6月12日
　・復興交付金事業計画の策定：H24年8月3日
　・都市計画決定（当初）：H24年8月3日
　・事業計画認可（当初）：H25年6月11日

小浜地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

いわき市 小浜 3.8

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

いわき市 小浜 H24.8.3 ○ ● □ ■ ◆ H30.11換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

＜津波復興拠点整備事業＞

R01.09末 R01.09末

災害公営

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

R01.09末 R01.09末

H25.6.11 H25.10.18 H26.1.20 H30.11.30

市町村 地区名
緊防空

工事契約
現地工事
着手

換地処分
H30年度

3.2

R1年度（H31年度）

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）面積

（ha）

R3年度

嵩上げ面
積
（ha）

平均地盤高
既成市街地

（ha）
新市街地
（ha）

最大地盤高
嵩上げ地へ
の集約 工業地 農地

公共公益
施設用地

その他 合計商業地

3.8 1.7 1.8

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

164 64 31 3.9アンケート結果 120 85 19 27 2.219 3.8 1 95.0% 1101

R2年度

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

2,2271.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 被 無

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

他事業との組み合わせ

防集

関わり 計画戸数 重複活用 タイプ
集合
（戸）

戸建て
（戸）

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

いわき市

申出換地 段階施工
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

津波

加速化措置（適用の有無：0or1）

減価補償地区
保留地地区

の別

減価補償

【地区全体】
①土地利用の方針
・住宅地等については、防災対策等により、地域の安全性の向上を図りな
がら快適な市街地の再生を目指す。
・県道泉岩間植田線の南側については、水産業や関連事業所など、地場産
業の復興を目指す。
・住宅地の嵩上げと沿岸域の街区における漁業関連施設のための用地を
集約。

②防災施設整備の方針
・河川、海岸、漁港の防災対策を行う。
・安全な場所に速やかに避難できるよう、迅速な災害情報の伝達とともに、
避難路の指定や避難場所への表示板など防災対策を充実。
・県、市の道路整備と連携し、事業区域内外に跨る沿岸部から地区に隣接
する高台に至る避難経路を確保。

10 0 1 0 0 01 0 0 0小浜

小浜地区

・住民意向調査結果に基づき、沿岸部でのL1防潮堤整備のほか、河川
改修、県道拡幅整備及び住宅地嵩上げによる地区の安全性を確保し
た。

・防潮堤の整備だけでなく住宅地の嵩上げを行うことで、震災前にも増
して安全安心な市街地の形成を図る現位置復興をによる土地区画整
理事業を選択した。

・事業区域を最小化するための検討を慎重に進め、必要にして十分な
範囲の事業区域を設定した。

・道路や住宅地の嵩上げに要する盛土材については、同市内の震災復
興土地区画整理事業による発生土を調達することで、土量を安定的に
確保しつつ事業費抑制に寄与した。

・当該事業区域及び近傍で進められていた県道、河川、防潮堤、漁港
等の他事業との間で定期的(毎月1回)に合同工程会議を開催したほ
か、個別協議を重ね、各事業で工程遅延が生じないよう調整した。

・平成28年度までに、小浜漁港区域内の海岸を含めた漁港施設の復旧が完
了した。

・宅地の使用収益開始以降、住宅再建による人口回帰が進む。

・地区内の一部に未利用地が発生していることから、地域コミュニティの維
持・再生へ向けた土地の活用支援策として令和２年４月に「空き地バンク」を
開設。また、令和３年度からは、「空き地バンク」を活用した補助金制度を創
設し、移住・定住の更なる促進を図っている。



＜3＞福島県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
4.4 区画整理（回数）

0 0 合計 区域 土地利用 資金 その他
0 100 都市計画 1 1
5.9 5.9 事業計画 5 3 3

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：
　・復興交付金事業計画の策定：H24年1月31日
　・都市計画決定（当初）：H22年3月12日
　・事業計画認可（当初）：H24年4月18日

【地域住民等との調整状況】
・区域取りの説明の有
　「小名浜港背後地開発ビジョン」として調整済み。
・事業概要の説明の有
　震災以前に「小名浜港背後地等の整備に係る連絡・調
整会議」において調整済みであり、震災後も概要説明を
行っている。

〇現地再建

【事業の選択・組合せの考え方】
　震災前に「小名浜港背後地開発ビジョン」を策定したが、東日本大震災
により甚大な被害を受けたことから、新たな都市拠点として相応しい都市
機能の高度化、津波被害からの再生及び防災対策など都市センターゾー
ンを「復興のシンボル」として早期に整備し、港と一体となった魅力ある都
市拠点空間の形成による賑わい創出を図るため、土地区画整理事業を選
択した。
　また、都市センターゾーンと周辺の集客施設が相互に連携を図り、一体
的な津波防災対策を行い、津波避難の安全性を確保するため、津波復興
拠点整備事業を選択した。

嵩上再建

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

①土地区画整理事業（小名浜港背後地地区）　②防災集団移転促進事業（無し）　③津波復興拠点整
備事業（小名浜港背後地地区）

パターン

いわき市

小名浜港背後地

防集

【復興計画上の位置づけ】
　いわき市復興ビジョンにおける、小名浜港の再生、産業・観光振興の拠
点、さらに復興のシンボルとして、アクアマリンパークをはじめとした周辺
施設との一体的な都市空間形成と再生として位置づけ。

【事業の目的及び整備効果】
　本地区において、鉄道貨物ターミナルの移転や（都）平磐城線等の整備
を基軸とし、移転跡地に新たな都市拠点として相応しい都市機能の高度
化、さらには津波被害からの再生及び防災対策を図り、港と市街地が一
体となった魅力ある都市拠点空間の形成による賑わい創出を図るもので
ある。

本地区は、南側に海の玄関口である重要港湾小名浜港
（平成23年5月において、国際バルク戦略港湾に指定）
や、ふくしま海洋科学館「アクアマリンふくしま」、いわき市
観光物産センター「いわき・ら・ら・ミュウ」などの観光施設
が集まる「アクアマリンパーク」、西側に市街地と工場、北
側と東側に市街地が隣接していた。

＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）
（造成済宅地（ha））

人口密度（人
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

津波

【人口及び土地利用】

小名浜港背後地

小名浜港背後地



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

いわき市 小名浜港背後地 12.2

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

いわき市 小名浜港背後地 H22.3.12 ※H22.3都決● □ ■ ◆ H30.11換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

＜津波復興拠点整備事業＞

R1年度

R1.9末 R1.9末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

いわき市 小名浜港背後地H24.11.30 H25.2.1 ○ ● ※同地区の区画整理はH25.9に工事契約、H25.11に工事着手□ ■ ◆ H29.3工事完了

R1年度（H31年度）

予定

0

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

0 0 0 0 1 00 0 0 0

タイプ

いわき市

不明地権者
の調査の委

託
関わり 計画戸数 重複活用

1

【地区全体】
・本地区においては、港と市街地をつなぐ小名浜の新たな都市拠点として位置付け
た「小名浜港背後地開発ビジョン」を震災前に策定したが、震災により本地区も甚大
な被害を受けたことから、新たな都市拠点として相応しい都市機能の高度化、津波
被害からの再生及び防災対策を図り、港と市街地が一体となった魅力ある都市拠点
空間の形成による賑わい創出を図る。
・また、都市センターゾーンに民間商業施設を整備し、津波発生時には、多くの来訪
者を一定期間収容する防災支援施設として活用を図るとともに、国・県港湾関連庁
舎を移転集約し、防災機能の強化を図る。

〇まちづくりの検討
「小名浜港背後地開発ビジョン」を基に実施。
〇貨物ターミナルを地区西側に移転し、地区東側を都市センターゾーンとして土地利
用を計画した。
〇都市計画道路平磐城線は、クランク状になっている部分を直線的に延伸すること
で、円滑な通行が可能となった。
〇都市センターゾーンにおいて、民間商業施設の参画を誘導した。

小名浜港背後地
・震災前に「小名浜港背後地開発ビジョン」を策定したが、東日本大震災により
甚大な被害を受けたことから、新たな都市拠点として相応しい都市機能の高度
化、津波被害からの再生及び防災対策など都市センターゾーンを「復興のシン
ボル」として早期に整備し、港と一体となった魅力ある都市拠点空間の形成によ
る賑わい創出を図るため、土地区画整理事業を選択した。
・併せて都市センターゾーンと周辺の集客施設が相互に連携を図り、一体的な
津波防災対策を行い、津波避難の安全性を確保するため、津波復興拠点整備
事業と組合わせて実施することとした。

・換地設計において、貨物ターミナルの機能を損なわないよう用地を確保するた
め、土地区画整理法第95条を適用し、換地の位置、地積等に特別な配慮を払う
こととした。
・貨物ターミナル移転を先行して実施するため、ターミナル部分の仮換地指定を
先行して実施した。
・一団地の津波防災拠点市街地形成施設の都市計画決定に伴い、一体的な土
地利用を図るため、土地区画整理事業区域に一部地区編入した。
・事業者主体の調整会議と施工業者主体の安全協議会を組織し、情報共有、課
題の解決を図った。

・都市計画道路平磐城線は、クランク状になっていた部分を直線的に延伸したことによ
り、広域幹線道路として円滑に通行できるようになり、避難経路として重要な機能を併
せ持つこととなった。
・貨物ターミナル跡地に新たな都市拠点として防災機能を有する民間商業施設が整備
され、港と市街地が一体となった魅力ある都市拠点空間の形成による賑わいが創出さ
れたとともに、津波避難の安全性を確保することができた。
・民間商業施設においては被災地域の雇用機会の創出に繋がった。

保留地小名浜港背後地

減価補償地区
保留地地区

の別

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

市町村 地区名

他事業との組み合わせ 災害公営

防集 津波
集合
（戸）

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地 段階施工
戸建て
（戸）

緊防空
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

加速化措置（適用の有無：0or1）

市町村 地区名

都市計画
決定（当
初）

事業認可
（当初）

工事契約
現地工事
着手

H26.12.11 H27.4.1 H29.3.27

H30年度 R2年度 R3年度

R1.9末 R1.9末 R1.9末 R1.9末

現地工事
着手（建
築）

工事完了
事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

H24.4.18 H25.9.30 H25.11.25 H30.11.30

27% 72%小名浜港背後地

最大盛土高
（m）

いわき市

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

工事契約
現地工事
着手

事業スケジュール

R2年度 R3年度

R01.09末 R01.09末 R01.09末 R01.09末

換地処分
事業進捗状況

H23年度

12.2 077.0 19

市町村

647 94

総事業費都市計
画
決定

事業
認可

事業
適用

住宅 公益
特定
業務

地区名

区域面積（ha） 用地割合（事業適用）

事業
タイプ

嵩上げ
面積（ha）

平均盛土高
（m）

1,009 474 非居住 有 H26.11.7 3,6154.4 0.0 0.0 1.3 4.8 12.10 7 7 1.6

公共公益
施設用地

その他 合計住宅地 商業地

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

0 95.0%

面積
（ha）

既成市街地
（ha）

新市街地
（ha）

嵩上げ面
積
（ha）

平均地盤高最大地盤高
嵩上げ地へ
の集約 工業地 農地

5,83510.9 10.9 10.9 業務

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）



＜3＞福島県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
11.8 区画整理（回数）

864 31 合計 区域 土地利用 資金 その他
366 59 都市計画 2 2 1
11.8 6.7 事業計画 6 4 5 2

①土地区画整理事業（薄磯地区）　②防災集団移転促進事業（無し）　③津波復興拠点整備事業（無
し）

【地域住民等との調整状況】
・区域取りの説明の有無：都市計画決定する区域の縦覧
済
・事業概要の説明の有無：薄磯震災復興土地区画整理事
業計画案
・意向調査の実施状況：個別面談の実施、再建意向アン
ケートの実施

パターン
現地再建

いわき市

薄磯地区

防集

本地区は、いわき市役所より南東約10㎞離れた太平洋沿
いに市街地が広がっており、薄磯海水浴場は年間26万人
以上（福島県1位）が訪れる観光地であった。

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：H24年6月12日
　・復興交付金事業計画の策定：H24年1月31日
　・都市計画決定（当初）：H24年8月3日
　・事業計画認可（当初）：H25年2月20日

【事業の選択・組合せの考え方】
・国の直轄調査の支援により、市街地復興パターン別事業手法の検討を
行い、津波被災市街地の従前規模、全壊・流出率（今次津波を前提に危
険地区か判断）、津波防災対策の実現性などから、①現位置復興（区
画）、②移転地復興（防集）の２つの事業手法のうち、現位置復興（区画）
を選択。

嵩上再建

【復興計画上の位置づけ】
　いわき市復興事業計画（第一次）において、「復興とともに特に産業再生
強化（観光業、水産業等地場産業）に取り組む拠点」として位置付け。

【事業の目的及び整備効果】
　沿岸部に防災緑地や防潮堤を設ける多重防御や既存市街地に隣接す
る高台住宅団地を造成し、安全かつ一体的なまちづくりを推進。防災緑地
より海側に県道を整備し観光道路としての活用等、薄磯海水浴場を中心
とした道路計画や商業等の配置により観光業を再興。

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

津波

【人口及び土地利用】
＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）
（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

薄磯地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

いわき市 薄磯 37.0

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

いわき市 薄磯 H24.8.3 ○ ● □■ ◆ H30.2換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

＜津波復興拠点整備事業＞

【地区全体】
①土地利用の方針
・一部の住宅地等については、近隣の安全な場所へ移転するほか、防災対
策等により地域の安全性の向上を図りながら、快適な市街地の再生を目指
す。
・地区幹線道路、地区内道路、公園等都市基盤施設を整備し、良好な市街
地環境を形成。
・住宅地、商業・業務地等をゾーニングし、利便性や安全性の向上。
・海岸に沿って海岸道路を整備し観光振興、生活利便性の向上。

②防災施設整備の方針
・津波被害を軽減する観点から、海岸堤防と合わせて津波防災緑地及び海
岸道路を整備し、災害に強い市街地を形成。
・安全な場所に速やかに避難できるよう、迅速な災害情報の伝達とともに、
避難路の指定や避難場所への表示板など防災対策を充実。

00 1 1 0 0 11 1 1 1薄磯

薄磯地区

・住民意向調査で示した現位置復興案の評価が市内沿岸域の中でも
特に低い地区となっており津波被災のない高台等の移転地を考慮しつ
つ各被災者の意向に沿った復興案を組合せた土地区画整理事業の導
入を検討した。

・被災者へのアンケート調査をはじめ、地区住民説明会や個別面談な
どを小まめに開催し、住民意向を踏またイメージパースや土地利用計
画図等により地元と将来像を共有しながら、計画内容に対する十分な
説明により計画に対する地区住民の理解を深めると共に、市と対話出
来る地元復興組織「薄磯復興協議委員会」を組織し、協働で復興計画
を策定した。

・用地取得の合意形成に向けて、売却希望者に対し公平性を考慮した
ルールを定め、また、換地の合意形成に向けて、換地ルールを策定し、
権利者との面談により合意を図った。さらに、事業認可前の面談におけ
る要望等に対し丁寧に対応し、仮換地指定を円滑に行い、特に、仮申
出、本申出を行うことにより、個人の意向の確度を高め、換地計画に手
戻りが生じないように合意形成を図った。

・UR都市機構に事業を委託し、復興CM方式の導入により民間の知恵
や技術を取り入れ工程の短縮を図るなど、復興まちづくりの促進に向け
官民協働で事業を実施した。

・若い世代が戻ってくるまちづくりの目標・方策となる「とよま地区復興グ
ランドデザイン」を海まち・とよま市民会議が平成27年5月に策定した。

・各段階において、定期的な区画整理便り発行や現場見学会の開催な
どによる情報発信に努めるとともに、工区分けによる造成工事を進め、
全体工程や土量調整などの課題解決を図りながら順次宅地を引渡し
た。

・平成29年7月には、薄磯海水浴場の海開きと同時に、全宅地の引渡しが完
了し、住宅再建や民間取引による新たな住民の住宅建築により、人口回帰
が進む。

・令和2年5月には、震災の記憶や教訓を風化させず、確実に後世へと伝え
ていくことにより、災害に対する危機意識及び防災意識の醸成等を図ってい
くことを目的とした「いわき震災伝承みらい館」が開館した。

・地区内の一部に未利用地が発生していることから、地域コミュニティの維
持・再生へ向けた土地の活用支援策として令和２年４月に「空き地バンク」を
開設。また、令和３年度からは、「空き地バンク」を活用した補助制度を創設
し、移住・定住の更なる促進を図っている。

減価補償地

関わり 計画戸数 重複活用 タイプ
集合
（戸）

戸建て
（戸）

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

いわき市

申出換地 段階施工
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

津波 減価補償地区
保留地地区

の別

H30年度 R2年度

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

10,56411.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 被+新 無

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

他事業との組み合わせ

防集

37.0アンケート結果 860 864 25 33 25.225 27.0 95.0% 600

公共公益
施設用地

その他 合計商業地

22.3 14.7 7.0 2.6

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

787 344 301

面積
（ha）

嵩上げ面
積
（ha）

平均地盤高
既成市街地

（ha）
新市街地
（ha）

最大地盤高
嵩上げ地へ
の集約 工業地 農地

換地処分

1034.0

R1年度（H31年度）

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）

加速化措置（適用の有無：0or1）

R3年度

R01.09末 R01.09末

災害公営

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

R01.09末 R01.09末

H25.2.20 H25.11.12 H25.11.12 H30.2.23

市町村 地区名
緊防空

工事契約
現地工事
着手



＜3＞福島県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
19 区画整理（回数）

1,420 40 合計 区域 土地利用 資金 その他
757 69 都市計画 4 4 1
18.9 13 事業計画 6 5 5 2

【人口及び土地利用】
＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）
（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

【事業の選択・組合せの考え方】
・国の直轄調査の支援により、市街地復興パターン別事業手法の検討を
行い、津波被災市街地の従前規模、全壊・流出率（今次津波を前提に危
険地区か判断）、津波防災対策の実現性などから、①現位置復興（区
画）、②移転地復興（防集）の２つの事業手法のうち、現位置復興（区画）
を選択。

嵩上再建

【復興計画上の位置づけ】
　いわき市復興事業計画（第一次）において、「復興とともに特に産業再生
強化（観光業、水産等地場産業）に取り組む拠点」として位置付け。

【事業の目的及び整備効果】
　沿岸部に防災緑地や防潮堤を設ける多重防御や既存市街地に隣接す
る高台住宅団地を造成し、安全かつ一体的なまちづくりを推進。諏訪川の
北側では、海側に県道を整備し観光道路として活用する等、豊かな地域
資源を活かした道路配置や商業等の配置により観光業を再興。

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

津波

①土地区画整理事業（豊間地区）　②防災集団移転促進事業（無し）　③津波復興拠点整備事業（無
し）

【地域住民等との調整状況】
・区域取りの説明の有無：都市計画決定する区域の縦覧
済
・事業概要の説明の有無：豊間震災復興土地区画整理事
業計画案
・意向調査の実施状況：個別面談の実施、再建意向アン
ケートの実施

パターン
現地再建

いわき市

豊間地区

防集

本地区は、いわき市役所より南東約10㎞離れた太平洋沿
いに市街地が広がっており、産業面では、水産加工業（か
まぼこ等）、塩屋埼灯台や海水浴を主とした観光業等が
中心であった。

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：H24年6月12日
　・復興交付金事業計画の策定：H24年1月31日
　・都市計画決定（当初）：H24年8月3日
　・事業計画認可（当初）：H25年3月13日

豊間地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

いわき市 豊間 55.9

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

いわき市 豊間 H24.8.3 ○ ● □■ ◆ H31.3換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

＜津波復興拠点整備事業＞

加速化措置（適用の有無：0or1）

減価補償地区
保留地地区

の別

減価補償

R3年度

R01.09末 R01.09末

災害公営

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

市町村 地区名
緊防空

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

H29年度

他事業との組み合わせ

防集

関わり 計画戸数 重複活用 タイプ
集合
（戸）

戸建て
（戸）

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

R01.09末 R01.09末

H25.3.13 H25.11.12 H25.11.12 H31.3.1

工事契約
現地工事
着手

換地処分
H30年度 R2年度

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

5.0

R1年度（H31年度）

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）面積

（ha）

事業スケジュール

嵩上げ面
積
（ha）

平均地盤高
既成市街地

（ha）
新市街地
（ha）

最大地盤高
嵩上げ地へ
の集約 工業地 農地

公共公益
施設用地

その他 合計商業地

37.1 18.8 10.0 1.7

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

1,784 769 551 55.9アンケート結果 2,480 1,420 44 52 36.9138 57.4 95.0% 1,25074 15,93019.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 被+新 無

設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

いわき市

申出換地 段階施工
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

津波

【地区全体】
①土地利用の方針
・一部の住宅地等については、近隣の安全な場所へ移転するほか、防災対
策等により地域の安全性の向上を図りながら、快適な市街地の再生を目指
す。
・地区幹線道路、地区内道路、公園等都市基盤施設を整備し、良好な市街
地環境を形成。
・住宅地、商業・業務地等をゾーニングし、利便性や安全性の向上。
・海岸に沿って海岸道路を整備し観光振興、生活利便性の向上。

②防災施設整備の方針
・津波被害を軽減する観点から、海岸堤防と合わせて津波防災緑地及び海
岸道路を整備し、災害に強い市街地を形成。
・安全な場所に速やかに避難できるよう、迅速な災害情報の伝達とともに、
避難路の指定や避難場所への表示板など防災対策を充実。

00 1 1 1 0 11 1 1 1豊間

豊間地区

・住民意向調査で示した現位置復興案の評価が低く、基本的には、現
位置で残りたい住民、高台等安全な場所での再建を希望する住民、地
区外に移転して再建したいとする住民に大きく分かれ、この中で高台案
は、諏訪川を挟んで北側と南側はコミュニティや古くからの繋がりからそ
れぞれの移転地が望ましいという意見を踏まえ高台２箇所を整備する
復興案を組合せた土地区画整理事業の導入を検討した。

・被災者へのアンケート調査をはじめ、地区住民説明会や個別面談な
どを小まめに開催し、住民意向を踏またイメージパースや土地利用計
画図等により地元と将来像を共有しながら、計画内容に対する十分な
説明により計画に対する地区住民の理解を深めると共に、市と対話出
来る地元復興組織「ふるさと豊間復興協議会」を組織し、協働で復興計
画を策定した。

・　用地取得の合意形成に向けて、売却希望者に対し公平性を考慮し
たルールを定め、また、換地の合意形成に向けて、換地ルールを策定
し、権利者との面談により合意を図った。さらに、事業認可前の面談に
おける要望等に対し丁寧に対応し、仮換地指定を円滑に行い、特に、
仮申出、本申出を行うことにより、個人の意向の確度を高め、換地計画
に手戻りが生じないように合意形成を図った。

・UR都市機構に事業を委託し、復興CM方式の導入により民間の知恵
や技術を取り入れ工程の短縮を図るなど、復興まちづくりの促進に向け
官民協働で事業を実施した。

・若い世代が戻ってくるまちづくりの目標・方策となる「とよま地区復興グ
ランドデザイン」を海まち・とよま市民会議が平成27年5月に策定した。

・定期的な区画整理便り発行や現場見学会の開催による情報発信に
努めるとともに、工区分けによる工事を行い、全体工程や土量調整など
の課題解決を図りながら順次宅地を引渡した。

・平成30年6月までに、全宅地の引渡しが完了し、住宅再建や民間取引によ
る新たな住民の住宅建築が徐々に進むとともに、ふるさと豊間復興協議会で
は、事業区域内に再建された豊間中央集会所を拠点に、新しくできた宅地に
若い世代に住んでもらうことを目標に様々な活動の取り組みにより、人口回
帰が進む。

・地区内の一部に未利用地が発生していることから、地域コミュニティの維
持・再生へ向けた土地の活用支援策として令和２年４月に「空き地バンク」を
開設。また、令和３年度からは、「空き地バンク」を活用した補助制度を創設
し、移住・定住の更なる促進を図っている。

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ）



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

新地町 新地駅周辺 23.7

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

2.0

4.0

1.9

5.6

2.8

0.6

0.7

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

新地町 新地駅周辺 H24.11.30 ○ ● □■ ◆ R1.9換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

作田東 H24.7.27 24 12 26 3 R3 3 24 12 ● □ ■ ◆ H26.3工事完了 ◆ ◆

作田西 H24.7.27 24 12 26 4 R3 3 24 12 ● □ ■ ◆ H26.4工事完了

岡 H24.7.27 24 12 25 12 R3 3 24 12 ● □ ■ ◆ H25.12工事完了

雁小屋 H24.7.27 24 12 26 4 R3 3 24 12 ● □ ■ ◆ H26.4工事完了

大戸浜 H24.7.27 24 12 26 3 R3 3 24 12 ● □ ■ ◆ H26.3工事完了

富倉 H24.7.27 24 12 25 8 R3 3 24 12 ● □ ■ ◆ H25.8工事完了

雁小屋西 H24.7.27 24 12 25 9 R3 3 24 12 ● □ ■ ◆ H25.9工事完了

＜津波復興拠点整備事業＞

R1年度

R1.9末 R1.9末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

新地町 新地駅周辺 H25.9.27 H25.11.12 ○ ● □■ ◆ R2.3工事完了

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）面積

（ha）
既成市街地

（ha）
新市街地
（ha）

嵩上げ面
積
（ha）

平均地盤高 最大地盤高
嵩上げ地へ
の集約 その他 合計

23.7 23.7 12.2 3.7 5.2

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地 商業地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

 - 1 187 55 53 2

工業地 農地
公共公益
施設用地

5,278

市町村 地区名
面積
（ha）

住宅団地
戸数

うち民間
宅地戸数

2.0 2.8 0.0 3.7 0.8 23.7374 360  -  - 8.2 6.223.7 3 0 91.2% 1,122 計画密度

市町村 地区名

区域面積（ha）

都市計画
決定

事業
認可

事業
適用

用地割合（事業適用）

事業
タイプ

嵩上げ
面積（ha）

被災地 1 H27.11.1

平均盛土高
（m）

最大盛土高
（m）

総事業費
住宅 公益

特定
業務

7,266

作田西 37 28

7% 86% 業務 8.9 4.2 5.8新地町 新地駅周辺 23.7 20.6 14.4 7%作田東 22 16

32 18

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

工事契約
現地工事
着手 R1年度（H31年度） R2年度 R3年度

R01.09末 R01.09末 R01.09末 R01.09末

換地処分
事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

H25.11.12 H26.2.13 H26.2.28 R1.9.6

市町村 地区名
大臣同意

工事着手
（着手）

工事完了
（全造成） H30年度 R1年度（H31年度） R2年度 R3年度

新地町

市町村 地区名

都市計画
決定（当
初）

事業認可
（当初）

工事契約

交付金
事業完了

現地工事
着手

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

H28年度 H29年度 H30年度 R2年度 R3年度

R1.9末 R1.9末 R1.9末 R1.9末

現地工事
着手

現地工事
着手（建
築）

工事完了
事業進捗状況 予定

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

防集 津波
集合
（戸）

戸建て
（戸）

減価補償地区
保留地地区

の別

H26.2.13 H26.2.28 H27.10中旬 R2.3.31

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

新地町 新地駅周辺 1

起工承諾によ
る工事着手

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮

（令第42条の2）

市町村 地区名

他事業との組み合わせ 災害公営 加速化措置（適用の有無：0or1）

申出換地 段階施工
関わり 計画戸数 重複活用 タイプ

緊防空
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

【地区全体】
（住民の合意形成）
すまい再建の意向については、平成23年６月にアンケートを実施している。
アンケートの中で、「再建において最も重視するものはなにか」の問いに対
し、特に沿岸部に近い地区の方の回答では、「安全（高台）なところ」が最も
多く、「利便性のよいところ」、「近所の人と移転したい」などの項目が続いて
いる。また、同アンケートでやや内陸部で津波被害を受けた方の回答では、
「現地再建」という回答も多かった。
平成23年7月には被災した地区ごとに各事業（防集、区画整理事業など）の
説明会を実施し、被災者の事業への理解を深めながら、かつ、被災者意向
を考慮しつつ事業を選択していった。
平成24年1月と３月には、被災者全員を対象として個別相談会を実施してい
る。これは、説明会では理解できなかった部分や疑問に思ったことを確認し
やすくする狙いの他、再建に掛かる財政面でシミュレーションなどを世帯ご
との相談が必要でるあると判断したためである。これは、役場職員の係長
以上の職員を総動員し、短期間で開催することとした。
団地計画については、移転先ごとに懇談会を開催し今後の進め方を協議し
た。次回以降の懇談会はワークショップの型式で行い、住民意見を反映し
た団地づくりの話合いが行われることとなった。

（コミュニティの存続）
すまい再建意向調査や個別相談による災害復興公営住宅の整備。

防災集団移転促進事業

【全地区】沿岸部に近く地区は、全流出しており、意向調査などからも防
災集団移転促進事業が選択された。併せて、震災以前のコミュニティ存
続として、災害復興公営住宅の整備も選択された。

【団地の規模】団地の規模（災害公営住宅含む）については、被災者が
希望している数を整備している。

【移転先】団地を計画するための移転先については、意向調査の結果
を元に町が複数の候補地を選定した。移転先の地権者へも平成23年
12月に事業説明会を開催しており、併せて、買い取り単価なども決まっ
ていない中での事業協力へのアンケート調査も同時に行った。なお、未
相続用地など、用地交渉に時間が掛かるものは、あらかじめ候補地か
ら省いていたため、用地買収の際には、スピーディーな用地買収が行う
ことができた。

【国の認可】
平成２４．７開催の復興整備協議会で防災集団移転促進事業計画の同
意された。

【工事開始】
用地買収も順調に進み、全７団地とも平成２４年１２月に工事に着手す
ることができた。

全７団地１５７区画を整備することでき、宅地の引渡しについては、すまい再
建の最優先とし建築が可能となった団地（宅地）から順次引渡しを行った。
空き区画は令和５年３月現在１区画となっていたが、令和５年度に公募を行
い買受者が決定し財産処分についても処分が完了した。

1 0

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

0 0 0 1 0 126 保留地 1 0 0

住宅団地
整備費計

百万円

新地町

※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計

138

237

132

340

178

67

78

富倉

雁小屋西 6 6

8 8

大戸浜 34 23

雁小屋 85 58

岡



＜3＞福島県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
14.3 区画整理（回数）

800 0 合計 区域 土地利用 資金 その他
125 81 都市計画 1 1
14.3 11.6 事業計画 11 1 7 9 5

7 0
7 100

【事業の選択・組合せの考え方】
・土地区画整理事業と防災集団移転事業を組み合わせた理由
　震災時に既に土地区画整理事業を実施中であった。（H8年12月認可）
　また、災害復興住宅整備事業によって曲田地内に災害公営住宅の整備
を行ったことにより、当該施設を防災集団移転事業の移転先として選定で
きたため。

嵩上再建

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

〇現地再建

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）

①土地区画整理事業（曲田地区）　②防災集団移転促進事業（曲田地区）　③津波復興拠点整備事
業（無し）

パターン

富岡町

曲田地区

防集

【復興計画上の位置づけ】
　平成27年6月に策定された富岡町災害復興計画（第二次）において、居
住環境・生活サービス機能の集約・充実を図り、町の再生の第一歩として
先行的に市街地復興を進める「市街地復興先行ゾーン」として位置づけ。

【事業の目的及び整備効果】
　震災前の事業目的であった「社会資本の充実」に加え、「復興の中核拠
点」として整備し、災害から復興するためのまちづくりを目指す。
　主に、町の早期復興に必要と考えられる都市基盤や都市機能の整備を
計画・推進していくことで、復古拠点としての機能を充実させる。

津波

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：H27年8月13日
　・復興交付金事業計画の策定：H26年11月28日
　・都市計画決定（当初）：H7年9月19日
　・事業計画認可（当初）：H8年12月20日

【地域住民等との調整状況】
・区画整理地内の権利者に対する事業概要の説明会を
実施
（平成26年2月・3月計2回）

【人口及び土地利用】

　本地区（曲田土地区画整理事業地区（防集事業地区を
含む））は、JR常磐線富岡駅周辺でありながら、都市基盤
整備が遅れていたため、富岡町の文化・経済活動の中心
を担う地区として駅前広場を含む公共施設整備を進める
ため、平成８年より土地区画整理事業を実施中であった。
東日本大震災では津波により特に駅周辺において被害を
受けた。

最終計画戸数 土地活用率（％）
当初計画戸数

（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）

空き区域（戸）
＜防集＞

曲田地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

富岡町 曲田 22.0

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

富岡町 2.0

＜土地区画整理事業＞

R1年度（H31年度）

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

富岡町 曲田 H7.9.19 R4.3換地処分◆

＜防災集団移転促進事業＞

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

富岡町 曲田 H25.1.29 25 7 27 9 R3 3 25 7 ● □■ H29.3工事完了 ◆

＜津波復興拠点整備事業＞

曲田地区

・当初、原発災害に伴う警戒区域に指定されたいたことがあり、移転先
地の選定に難航していた。そのなか、震災以前から継続していた曲田土
地区画整理事業（事業面積：22ha）では、震災以前に駅前を除く地区（約
18ha)については宅地が整備されており、災害復興住宅整備事業におい
て富岡町の災害公営住宅が整備されたため、防災集団移転事業の移
転先として選定した。

・曲田土地区画整理事業地内に災害復興住宅整備事業により災害公営
住宅を整備。整備面積としては開発行為に該当するものではあったが、
開発要件である土地の形質の変更を伴わないことから、（既に区画整理
事業で整備された土地を利用し整備を行ったため）特に都市計画決定
等の手続きを踏まずに災害公営住宅の整備に着手した。また、土地区
画整理事業についても、今回の災害公営住宅の整備によって事業計画
等の変更が生じるものではなかったため、都市計画決定等の手続きは
生じなかった。

・事業計画に基づき、移転促進区域内の94戸110世帯が災害ハザードエリア
から移転することができた。なお、このうちの７世帯についてが曲田土地区画
整理事業地内に整備した災害公営住宅に移転をしている。

40 64 0 0 0 0 00 0 0 0

[土地区画整理事業]
○早期使用収益開始に向けた飛び換地手法の活用
・曲田土地区画整理事業は震災前より事業を施行していた。（H8認可）
・津波による被害は特に駅前が大きかった為、復興まちづくりのため避難道
路の新設等の公共施設の変更を行うこととなり、駅前地権者の使用収益開
始の遅れを伴うものとなった。
・そのため、飛び換地手法を採用し、駅前の地権者が早期に使用収益でき
るよう換地設計の変更を行った。
・これにより駅前の整備についても迅速に取りかかることが可能となり、事業
の進捗に大きく貢献した。

地区における各事業推進上の経緯・工夫

00保留地住宅団地

【各事業地区】

申出換地 段階施工

22.0

工事着手
（着手） H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

工事完了
（全造成）

交付金
事業完了

0 98.9%272 62

R01.09末

7

他事業との組み合わせ

33 4013 18.6 3 5,498

R4.3

H30年度H28年度 H29年度

※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計

0

住宅団地

整備費計

百万円

市町村 地区名
面積
（ha）

住宅団地
戸数

うち民間
宅地戸数

28 10.7 3.0

R2年度 R3年度H27年度 H29年度 H30年度

事業進捗状況

H23年度 R3年度R2年度

曲田

R01.09末 R01.09末

0

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

R01.09末

0.6 0.0 被災地 無22.07.7

工業地 農地
公共公益
施設用地

その他 合計商業地

津波防災整
地費の提供

被災時
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

現段階
（人）

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し既成市街地

（ha）
新市街地
（ha）

嵩上げ面
積
（ha）

平均地盤高 最大地盤高
嵩上げ地へ
の集約

総事業費
（百万円）面積

（ha）

工事契約 換地処分

防集 津波

加速化措置（適用の有無：0or1）

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

H8.12.20 H9.9.2 H9.9.2

現地工事
着手 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

仮の仮換地
指定による
工事着手

関わり

公示送達制度
の適切な運動

等

R1年度（H31年度）

現地工事
着手

事業進捗状況

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

富岡町

市町村 地区名
緊防空

0曲田

災害公営

集合
（戸）

戸建て
（戸）

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

市町村 地区名
大臣同意

H28年度

起工承諾によ
る工事着手計画戸数 重複活用 タイプ

減価補償地区
保留地地区

の別


